
資料２－４ 

郵便事業株式会社の新規業務に関する郵政民営化委員会 

の調査審議に向けた意見募集の結果 
 

平成２０年５月１４日 

郵政民営化委員会事務局 

 

郵便事業株式会社の新規業務（国際貨物運送に関する貨物利用運送事業、貨

物航空運送代理店業、貨物自動車運送事業、通関業、倉庫業及びこれらに附帯

する業務を組み合わせて、荷主に対して行う国際物流業務）に関する郵政民営

化委員会の調査審議に向けた意見募集を行ったところ、以下の団体（個人を含

む）から意見の提出があった。 

 

○ 社団法人 航空貨物運送協会                           

○ 在日米国大使館                                 

○ 個人（２名） 

 

 ※ それぞれの意見の内容は、次頁以降に添付。 
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社団法人航空貨物運送協会

から寄せられた意見  

郵便事業株式会社の新規物流業務について 

 

はじめに 

  当協会では、郵政公社の民営化に伴う民間事業への進出に際しては、「郵政民

営化の基本方針」（平成 16 年 9 月 10 日閣議決定）や、郵政民営化法に定めるとこ

ろに従い、競合する民間事業との対等な競争条件を確保するとともに、同業他社

の利益を不当に害することがないよう、特に配慮していただきたいと考えます。 

 

 今回意見募集に係る、郵便事業株式会社の新規物流業務への進出についても、

これらの条件が守られることが、重要と考えており、そのような観点から、下記の措

置を講じていただくよう要望します。 

 

記 

 

１．他の民間事業者とのイコールフッティングの確保 

  今回申請に係る、郵便事業株式会社の新規物流業務に関しては、競合する他

の民間事業者とのイコールフッティングが重要と考えております。 

  郵便事業株式会社は、旧郵政公社がその長い歴史の中で蓄積した経営資源、

顧客情報、社会的信用力を継承していると思われますが、これらが、当該物流 
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社団法人航空貨物運送協会

から寄せられた意見  

子会社に、不当に低い対価で提供されたり、流用されることとならないようにお

願いします。  

具体的には 本件新規業務を行う物流子会社は、郵便事業株式会社が保有

する国内集配ネットワーク（営業網、集配、輸送網）を活用して、航空貨物の集配

を行うこととされていますが、当該国内集配ネットワークについて、イコールフッテ

ィングの観点から、私ども民間事業者にも適切な条件の下、開放していただくこと

もご検討していただくようお願いします。 

当該新規子会社の活動等を今後もフォローしていただき、同種の業務を営む

事業者の利益を不当に害していないかを定期的にチェックいただくようにお願い

します。 

                                                以上 
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在日米国大使館から

寄せられた意見 

4



 

 

在日米国大使館から

寄せられた意見 
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在日米国大使館から

寄せられた意見 

6



 

 

在日米国大使館から

寄せられた意見 
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個人から寄せられた意見 

 

 

 

提出順 提出者 意見の概要  

１ 個 人 ・不在郵便物の再配達が遅く、取扱いが悪過ぎる。 

・郵便事業株式会社の名称を「郵便運輸」又は「郵便宅

配会社」に改めるべき。 

・ゆうちょ銀行を独立したテナントで営業させるべき。

等 

２ 個 人 ・本件業務は、郵便事業株式会社の保有する物流ネット

ワークを効果的に活用することにより、国民経済全体

にポジティブな影響をもたらすものと考える。よって、

申請どおり認可することが適当。 
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